
令和２年度　生駒市当初予算　財政経営課長査定状況 （単位千円）

会計 款
要求額
 　①

査定額
 　②

査定増減
②-①

主な増減の理由 R1当初予算額

議会費 348,949 349,056 107
議会報印刷製本費の精査
会議出席に伴う旅費の増加

349,086

総務費 3,818,899 3,759,691 △ 59,208

情報用備品の精査
庁舎整備等工事の追加
国土強靭化地域計画策定委託料の精査
住民記録等システム委託料の精査
社会保障・税番号制度導入事業会計年度任用職員報酬の精査
公有財産管理システム委託料の精査

3,971,837

民生費 16,388,399 16,004,859 △ 383,540

障がい者支援事業費扶助費の精査
生活保護事務費備品購入費の精査
私立保育所保育実施負担金の精査
市立保育所管理運営費会計年度任用職員報酬の精査
地域子育て支援拠点事業補助金の精査
私立保育所運営費補助金の精査

15,517,195

衛生費 4,430,860 4,382,637 △ 48,223

予防接種事業委託料の精査
健康センター整備事業備品購入費の精査
環境モデル都市推進業務等委託料の精査
環境整備施設整備工事費の精査

6,180,294

産業経済費 444,808 429,718 △ 15,090

商工業振興イベント等委託料の精査
Webページ作成補助金の精査
テレワーク推進事業委託料の精査
観光施設管理費修繕料の精査

524,079

土木費 3,204,084 3,150,002 △ 54,082

まちづくり推進事業委託料の精査
都市計画事務費の精査
下水道事業への繰出金の精査
建築定期点検委託料の精査
交通安全施設設置等工事費の精査
市営住宅維持管理等委託料の増額

3,232,260

消防費 1,474,423 1,470,448 △ 3,975
消防団用備品の精査
常備消防用消耗品の精査

1,407,474

財政経営課長査定

一般会計



令和２年度　生駒市当初予算　財政経営課長査定状況 （単位千円）

会計 款
要求額
 　①

査定額
 　②

査定増減
②-①

主な増減の理由 R1当初予算額

財政経営課長査定

教育費 4,739,460 4,418,655 △ 320,805

小・中学校会計年度任用職員人件費の精査
小学校整備工事費の令和元年度補正予算への振替
中学校整備工事費の令和元年度補正予算への振替
コミュニティセンター修繕料の精査
公立幼稚園会計年度任用職員報酬の精査
私立幼稚園運営実施補助金の増額
公立幼稚園預かり保育等利用料負担金の精査

4,333,160

災害復旧費 10,150 10,150 0 10,150

公債費 3,004,770 3,004,770 0 3,193,465

予備費 50,000 50,000 0 50,000

合　　　計 37,914,802 37,029,986 △ 884,816 38,769,000

公共施設整備基金特別会計 公共施設整備基金費 532 532 0 5,725

総務費 275,244 275,234 △ 10 介護保険事務費の精査 274,843

保険給付費 8,315,500 8,315,500 0 7,831,735

地域支援事業費 416,109 401,435 △ 14,674 包括的支援事業委託料・報酬の精査 462,840

基金積立金 669 669 0 639

諸支出金 2,823 2,823 0 2,677

予備費 10,000 10,000 0 10,000

合　　　計 9,020,345 9,005,661 △ 14,684 8,582,734

介護保険特別会計



令和２年度　生駒市当初予算　財政経営課長査定状況 （単位千円）

会計 款
要求額
 　①

査定額
 　②

査定増減
②-①

主な増減の理由 R1当初予算額

財政経営課長査定

総務費 182,481 179,913 △ 2,568 共同事業負担金の精査 174,862

保険給付費 7,634,949 7,634,109 △ 840 出産育児一時金の精査 7,743,923

国民健康保険事業費納付金 3,038,502 3,022,547 △ 15,955
医療給付費納付金の精査
介護納付金の精査

3,108,017

共同事業拠出金 10 10 0 10

財政安定化基金拠出金 1 1 0 1

保健事業費 91,754 93,614 1,860 特定健康診査事業報酬の増額 107,635

基金積立金 1,034 1,034 0 1,348

公債費 100 100 0 100

諸支出金 11,200 11,200 0 11,200

予備費 30,000 30,000 0 30,000

合　　　計 10,990,031 10,972,528 △ 17,503 11,177,096

総務費 43,542 43,528 △ 14 後期高齢者事務費の精査 42,314

後期高齢者医療広域連合納付金 2,022,953 2,131,518 108,565 後期高齢者医療広域連合負担金の増額 1,949,498

諸支出金 3,010 3,010 0 3,010

予備費 5,000 5,000 0 5,000

合　　　計 2,074,505 2,183,056 108,551 1,999,822

＊増額・・・・事業費を増やしたもの

＊追加・・・・事業費を追加したもの

＊精査・・・・要求内容（積算根拠、実施工程、１年間に実施できる事業量、財源構成等）を調査し、事業費を減らしたもの

＊見送り・・・事業費の計上を取りやめたもの、又は令和2年度以降の対応とするもの

＊振替・・・・会計の移管や、国の補正予算に伴う前倒しによるもの

＊国民健康保険特別会計は1月に要求額が変更となるため一部を除き未査定

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

＊財政経営課長査定状況は以上のとおりですが、今後、総務部長査定→市長・副市長査定と進む段階において地方交付税交付額の見込み、要求部局からの復活要求、市長、副市長、総務部長による指示(査定）によって予算計上
(復活）するものや、予算計上を取りやめるものが出てきます。


